
（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

城里町 下水道事業 公共下水道 ー

取組事項 （下水道事業）広域化等

●

実施済
汚水処理施設の

統廃合 令和

●

8 4 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

 ● 年 月 日

  

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中

町のアクションプラン策定業務の
中で、町で最も古く老朽化が課題
となっていた農業集落排水施設の
改築更新費用と、流域関連公共下
水道に編入する場合の費用を比
較した結果、後者の方が安価と見
込まれたため、農業集落排水と流
域関連下水道との統合を予定して
いる。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●    

  ●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

現行の経営
体制を継続

施設名

城里町 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

取組事項 （下水道事業）広域化等

●

実施済
汚水処理施設の

統廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●
農業集落排水の施設を廃止
し、特定環境保全公共下水道
に接続することを検討。

処理場の処理能力には問題がないと思われるが、河川占用区
域の利用が想定されるため、関係機関等との協議が必要とな
る。今後の人口動態や施設の状況などをみながら更に検討して
いく。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

現行の経営
体制を継続

施設名

城里町 下水道事業 農業集落排水施設 ー

取組事項 （下水道事業）広域化等

●

実施済

汚水処理施設の
統廃合

令和

●

8 4 1

処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

  

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中

町のアクションプラン策定業務の
中で、町で最も古く老朽化が課題
となっていた農業集落排水施設の
改築更新費用と、流域関連公共下
水道に編入する場合の費用を比
較した結果、後者の方が安価と見
込まれたため、農業集落排水と流
域関連下水道との統合を予定して
いる。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●    

  ●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

城里町 水道事業 ― ー

取組事項 （水道事業）広域化等

●

施設管理の
共同化

管理の一体化

月 日

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

検討中 ●
茨城県企業局や近隣自治体か
らの受水や給水区域の変更に
ついて検討中。

茨城県企業局との意見交換を継続中。
受水や区域変更した際の既存施設の改修費用や認可変更、条
例改正等事務処理上の課題、その他料金設定等の
課題を抱えている。

実施予定 年

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


